
大津市地域防火・防災資器材整備事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、市内の自治会又は自主防災組織が消火器及び消火栓器具（以下

「防火資器材」という。）並びに防災資器材を購入することに要する経費に対し、予

算の範囲内において補助金を交付し、もって初期消火体制と防災体制の充実を図る

ことを目的とする。 

 （定義） 

第１条の２ この要綱において「自主防災組織」とは、地震、風水害、火災その他の

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、被害を防止し、若しくは

軽減し、又は災害を予防するため、地域の住民が連帯共同して、地域において活動

を行うために自主的に結成した防災組織（おおむね大津市立小学校の通学区域を単

位とする学区自主防災組織を除く。）をいう。 

（補助対象者等） 

第２条 この要綱による地域防火・防災資器材整備事業補助金(以下「補助金」という。)

の交付を受けることができるものは、市内の自治会又は自主防災組織（自治会が組

織する自主防災組織を除く。以下同じ。）とする。 

（補助事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、自治会又は

自主防災組織が実施する防火資器材及び防災資器材の整備事業とする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に

掲げる防火資器材及び防災資器材の購入に要する経費とする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費の額に１０分の３を乗じて得た額（その額に１００

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、一の自治会

又は自主防災組織に同一年度において交付する補助金の額は、３０，０００円を限

度とする。 

（交付申請書） 

第５条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）

第４条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、地域防

火・防災資器材整備事業補助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 防火資器材及び防災資器材の設置箇所を記載した図面 

⑵ 購入する防火資器材及び防災資器材の見積書等の写し 

⑶ 訓練計画書（様式第１号の２） 



⑷ 自主防災組織が申請する場合にあっては、自主防災組織の概要がわかるもの 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の条件） 

第５条の２ 補助事業を行う自治会又は自主防災組織は補助金の交付年度と同一の年

度内において当該補助金の交付に係る防火資器材及び防災資器材を活用した訓練を

実施しなければならないものとし、補助金は当該訓練の実施後に交付するものとす

る。 

（決定通知書） 

第６条 規則第７条第１項の規定による通知は、地域防火・防災資器材整備事業補助

金交付決定通知書（様式第２号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、地域防火・防災資器材整備事業補助金交

付申請棄却（却下）決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

（事情変更による取消通知書等） 

第７条 規則第９条第５項の規定による通知は、地域防火・防災資器材整備事業補助

金交付決定取消通知書（様式第４号）又は地域防火・防災資器材整備事業補助金交

付決定変更通知書（様式第５号）により行うものとする。 

（補助事業等の内容の変更等の承認申請書） 

第８条 規則第１３条第１項の規定により市長に提出しなければならない承認申請書

は、地域防火・防災資器材整備事業補助事業変更承認申請書（様式第６号）又は地

域防火・防災資器材整備事業補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第７号）とす

る。 

２ 前項の変更承認申請書には、第５条第２項第１号から第３号までに掲げる書類（交

付申請時から変更を行うものに限る。）その他市長が必要と認める書類を添付しなけ

ればならない。 

（承認通知書等） 

第９条 規則第１３条第２項の規定による通知は、地域防火・防災資器材整備事業補

助事業変更承認決定通知書（様式第８号）若しくは地域防火・防災資器材整備事業

補助事業中止（廃止）承認決定通知書（様式第９号）又は地域防火・防災資器材整

備事業補助事業変更承認申請棄却（却下）決定通知書（様式第１０号）若しくは地

域防火・防災資器材整備事業補助事業中止（廃止）承認申請棄却（却下）決定通知

書（様式第１１号）により行うものとする。 

（実績報告書） 

第１０条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、

地域防火・防災資器材整備事業補助事業実績報告書（様式第１２号）とする。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 



⑴ 防火資器材及び防災資器材の購入を証する領収書等（明細を記したものを含 

む。）の写し 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の実績報告書は、第５条の２の規定により実施する訓練について所轄消防

署所に防火指導依頼書を提出した後に提出しなければならない。 

 （検査等） 

第１０条の２ 市長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、速やかに、現地に

おいて検査を実施するものとする。 

２ 前項の検査は、所轄消防署所の職員が検査確認表（様式第１２号の２）に基づき

行うものとする。 

３ 補助金の確定は、第１項の検査に合格し、及び前条第３項の防火指導依頼書に係

る訓練の実施を確認した後に行う。 

（確定通知書） 

第１１条 規則第１５条の規定による通知は、地域防火・防災資器材整備事業補助金

確定通知書（様式第１３号）により行うものとする。 

 （交付請求書） 

第１２条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求

書は、地域防火・防災資器材整備事業補助金交付請求書（様式第１４号）とする。 

 （取消通知書） 

第１３条 規則第１９条第４項の規定による通知は、地域防火・防災資器材整備事業

補助金交付決定取消通知書（様式第１５号）により行うものとする。 

 （返還通知書） 

第１４条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、地域防火・防災資器材整

備事業補助金返還通知書（様式第１６号）により行うものとする。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

２ 大津市消火器具整備事業補助金交付規則（昭和４７年４月１日制度）は、廃止す

る。 

３ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

 この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附 則 



 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定は、

同年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の改正規定は、

同年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 
（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある改正前の様式（次項において「旧様式」という。）に

より使用されている書類は、改正後の様式によるものとみなす。 
３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取

り繕って使用することができる。 
 附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 
この要綱は、令和５年３月３１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


